













Toward Sustainable installation of wind power generation in Japan




 The capacity of wind power generation in the world reached approximately 500 GW at the end of 
2016 and already exceeded the capacity of nuclear power generation. In the world, generation cost of wind 
power is drastically reduced through market expansion and technological innovation, while coping with the 
variability of the output, simultaneously achieving mass introduction and stable supply of electricity. From 
the latter half of the 1990s to the 2000s, in Europe and the United States and Emerging countries steadily 
expanded the installation of wind power generation, and present markets and industries that create cost 
competitiveness are formed. 
 Overall, not only policy support such as Feed-in Tariff, but also the grid connection and the reform 
of the electric system were integrally progressed in the background. The authors think that a positive 
circulation, which is called an "autonomous expansion cycle" that enhances cost competitiveness and 
enables sustainable installation and expansion, is functioning.
 However, in Japan, connection to the grid by wind power generation is almost consistently restricted, 
and expansion of the market has not progressed further due to the addition of other barriers such as the 
Environmental Impact Assessment procedure. Despite being blessed with conditions such as huge potential 
and high purchase price, the spread of wind power generation is stagnant. There is a possibility that 
Japan's unique business environment may hamper the installation of wind power generation.
 Why did not "autonomous expansion cycle" be formed in Japan, just like the Western countries and 
Emerging countries? In this paper, we focus on the policy support and the grid connection in Japan. And 
we will examine the transition and influence of policies, institutions and rules on wind power generation in 
Japan and discuss the current state of the grid constraints, which is the key to expansion of wind power 
installation, and the direction toward future improvement.
Keywords: Wind Power Generation, Autonomous Expansion Cycle, the Feed-in Tariff System, Grid 
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　世界の風力発電設備容量は 2016 年末に約 5 億 kW に達し、すでに原子力発電の設備容量を超えた。世界で
は市場拡大や技術革新を通じてコストが大幅に低下し、出力の変動性に対応しつつ、大量導入と電力の安定





































8 ～ 9 割の削減を目標として掲げているが、多く
が再生可能エネルギーの大量導入によって脱炭素
化の実現を図ろうとしている。











陽光発電協会は 2050 年までに 2 億 kW の導入目
標を掲げ、想定される総発電電力量（1 兆 3500
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日本の風力発電の持続的な導入拡大に向けて






が約 9 割を占める。設備利用率を陸上 20%、洋
上 30% と想定した場合、発電電力量ベースのポ

















が進んでいる。1998 年に 2.8 兆 kWh だった再
生可能エネルギー（大規模水力を含む）の発電電
力量は、2017 年には 6.2 兆 kWh と 20 年間で倍
以上に増加した。2017 年の世界全体の発電電力
量（約 25 兆 kWh）のうち 4 分の 1 を再生可能
エネルギーが占めている。
　中でも太陽光とともに急速な伸びを見せている
のが風力発電である。2000 年末時点で 2000 万
kW に満たなかった世界全体の風力発電導入量
は、2015 年には原子力発電の総設備容量を超え、









別の累積導入量は、中国（1 億 4864 万 kW）、米
国（8245 万 kW）、ドイツ（4953 万 kW）の上
（出所）BP Statistical Review of World Energy June 2018 より筆者作成
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2. ⾵⼒発電導⼊の現状 
世界ではすでに再⽣可能エネルギーの導⼊拡⼤が進んでいる。1998 年に 2.8 兆 kWh だっ
た再⽣可能エネルギ （ー⼤規模⽔⼒を含む）の発電電⼒量は、2017 年には 6.2 兆 kWh と 20
年間で倍以上に増加した。2017 年の世界全体の発電電⼒量（約 25 兆 kWh）のうち 4 分の
1 を再⽣可能エネルギーが占めている。 
 
図 1 世界の⾵⼒発電と太陽光発電の累積導⼊量（設備容量ベース） 
 
（出所）BP Statistical Review of World Energy June 2018 より筆者作成 
 
中でも太陽光とともに急速な伸びを⾒せているのが⾵⼒発電である。2000 年末時点で
2000 万 kW に満たなかった世界全体の⾵⼒発電導⼊量は、2015 年には原⼦⼒発電の総設備





国別の累積導⼊量は、中国（1 億 4864 万 kW）、⽶国（8245 万 kW）、ドイツ（4953 万 kW）
の上位 3 か国を筆頭に、欧⽶諸国や新興国において⼤量導⼊を実現した国が増えている⼀
⽅、⽇本の導⼊量は固定価格買取制度（以下、FIT 制度）がはじまった 2012 年以降もほと
んど伸びていない。2006 年末から 2016 年末までの 10 年間における⽇本の⾵⼒発電導⼊量
























2006 年末から 2016 年末までの 10 年間におけ





























電は、今日、多くの市場において 60 ～ 80USD/
MWh（7.2 ～ 9.6 円 /kWh、1 ドル =120 円換算）、
最良の事例（例えば、ブラジル、エジプト、南ア
フリカ及び米国におけるいくつかの市場）で、お



































オ “The Power of Transformation” では、風力
や太陽光などの変動型再生可能エネルギーを電力
系統に入れた場合の影響について、2 ～ 3% の段
階では特に対策は不要、5 ～ 10% でも技術的な








































































































年度に 2 万 kW、2010 年度に 15 万 kW との目
（出所）筆者作成
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日本の風力発電の持続的な導入拡大に向けて
標が設定され、1998 年の改定でも 2010 年度 30
万 kW にすぎない。2001 年の「改正新エネルギー
利用等の促進に関する特別措置法（新エネ利用等
促進法）」では 300 万 kW とされたが、同時に掲
げられた太陽光（482 万 kW）や廃棄物とバイオ
マスの合計（450 万 kW）と比べても低い数値に






ある。2014 年に公表した 2030 年導入目標は、
3620 万 kW である。内訳は、陸上 2660 万 kW、
洋上 960 万 kW となっている。想定される発電
電力量は、840 億 kWh にのぼり、実現すれば総
発電電力量の約 8％を占めることになる。一方、
2015 年 7 月に決定した国の長期エネルギー需給





力発電の目標値を 4750 万 kW としており、同年
に環境省が公表した高位シナリオ数値では 3250















ー需給⾒通し（再計算）」、あるいは⺠主党政権下の 2010 年 6 ⽉に閣議決定された「エネル
ギー基本計画」をみると、2030 年度の地熱と新エネルギーの割合は 10％程度、⼤規模⽔⼒




表 1 国の⾵⼒発電導⼊⽬標の推移 
 ⽬標年度 
 2000 年度 2010 年度 2030 年度 
新エネルギー導⼊⼤綱（1994 年） 2 万 kW 15 万 kW  
新エネルギー導⼊⼤綱（1998 年）  30 万 kW  
新エネ利⽤等促進法（2001 年）  300 万 kW  
2030 年のエネ需給展望（2005 年）   660 万 kW 




⽕⼒ ⽕⼒ ⽕⼒ ⽕⼒ ⽕⼒ ⽕⼒
⽔⼒ ⽔⼒ ⽔⼒ ⽔⼒
⽔⼒ ⽔⼒
地熱 地熱 地熱 地熱
地熱 地熱

































2000 年度 2010 年度 2030 年度
新エネルギー導入大綱（1994 年） 2 万 kW 15 万 kW
新エネルギー導入大綱（1998 年） 30 万 kW
新エネ利用等促進法（2001 年） 300 万 kW
2030 年のエネ需給展望（2005 年） 660 万 kW
長期エネ需給見通し（2015 年） 1000 万 kW
（出所）筆者作成

















































2010 年度時点で年間 122 億 kWh、全供給量（自
家発を除く販売電力量）の 1.35％にすぎなかった。




表している。1994 年の新エネルギー導⼊⼤綱では 2000 年度に 2 万 kW、2010 年度に 15 万
kW との⽬標が設定され、1998 年の改定でも 2010 年度 30 万 kW にすぎない。2001 年の
「改正新エネルギー利⽤等の促進に関する特別措置法（新エネ利⽤等促進法）」では 300 万
kW とされたが、同時に掲げられた太陽光（482 万 kW）や廃棄物とバイオマスの合計（450
万 kW）と⽐べても低い数値にとどまっていた。なお、300 万 kW という⾵⼒発電の⽬標を
達成したのは当初の⽬標年度から 5 年遅れの 2015 年度であった。 
 





会（JWPA）が⽰した設備容量ベースの⽬標値である。2014 年に公表した 2030 年導⼊⽬標
は、3620 万 kW である。内訳は、陸上 2660 万 kW、洋上 960 万 kW となっている。想定さ
れる発電電⼒量は、840 億 kWh にのぼり、実現すれば総発電電⼒量の約 8％を占めること
になる。⼀⽅、2015 年 7 ⽉に決定した国の⻑期エネルギー需給⾒通しは、2030 年に 1000
万 kW、総発電電⼒量に占める割合を 1.7％としている。FIT 制度が導⼊された⺠主党政権
時代の 2012 年に内閣府の国家戦略室からシナリオ別⾒通しが公表されたが、再⽣可能エネ
ルギー35%のシナリオでは⾵⼒発電の⽬標値を 4750 万 kW としており、同年に環境省が公






























図 5　国及び JWPA の風力発電導入目標（設備容量ベース）

























1980 SS 計画の推進機関として「新エネルギー総合開発機構」（現在の NEDO）発足




























　 「電気事業者による RE 電気の調達に関する特別措置法（FIT 法）」制定
（出所）小林（2013）「再生可能エネルギーの政策史」などをもとに作成。







しくは 17 年、購入単価を kWh あたり 11 円台
で安定的に買い取るとした。ところが 1999 年に
北海道電力が系統への接続を制限する措置を講じ












各社は連系可能量として、2007 年 12 月末時点

















年間にわたり、kWh あたり 22 円（税抜）で買い
取ることが規定された。それまでは kWh あたり











である総発電電力量の 22 ～ 24% という数値は
FIT 制度における買取費用総額を年間 3.7 ～ 4 兆
円程度に抑えることが前提の一つとなっている。











ても補助金モデルより FIT モデルのほうが約 5.5












た。2012 年 10 月には「風力発電所を対象事業
に追加するための改正政令」が施行され、それま




風力発電（規模要件は、第 1 種事業：1 万 kW 以上、






では 1 ～ 2 年程度だった手続期間が、新たに配










































表 3　補助金モデルと FIT モデルの単純な総収入比較
想定設備利用率 補助金モデル（＋ 2億、10円 /kWh）
FIT モデル
（22円 /kWh）
18% 8 億 3072 万円 13 億 8758 万円
22% 9 億 7088 万円 16 億 9593 万円
（注） 両モデルとも 2000kW、6 億円の風車を建設したと仮定。O&M 費用や金利費用などは考慮しない。
売電契約は 10 円 /kWh（補助金モデル）、22 円 /kWh（FIT モデル）、契約期間はともに 20 年と仮定。
（出所）環境エネルギー政策研究所編（2014：111-115）
表 4　各国のアセスメントにおける規模要件と一般的な手続期間
日本 米国 英国 ドイツ スペイン
規模要件 1 万 kW 5 万 kW 5 万 kW 20 基 50 基
期間 3 ～ 4 年 1 ～ 2 年 1.5 ～ 2 年 2 年 1.5 ～ 2 年
（出所）JWPA 資料を基に筆者作成
















は 2017 年度の接続可能量と FIT 風力導入量、導
入ポテンシャルを比較したものである。特に恵ま
れたポテンシャルを有する北海道、東北の両電力















































か月、費用負担が最大で 23.9 万円／ kW と試算
表 5　電力 7 社の風力発電接続可能量と FIT 風力導入量、導入ポテンシャルの比較
北海道 東北 北陸 中国 四国 九州 沖縄 7社計
接続可能量 36 251 59 109 71 180 18.3 724.3
導入量（FIT 対象） 35.4 104.6 15.6 34.9 15.2 49.5 1.8 256.9
導入ポテンシャル（陸上風力） 11823 3803 246 657 271 658 174 17632
（出所）環境省（2015）などをもとに筆者作成













































RPS 法は利用目標が全電力量の 1% 程度と低く、
電力会社による買取は kWh あたり 10 円前後と
いう低い価格が提示されていたことからも事業環
境を下押ししていた。2012 年開始の FIT 制度は

























　FIT 制度が始まった 2012 年度から 2017 年度
までの風力発電の新規運転開始容量は 96 万 kW、
年平均は 16 万 kW にとどまる。同期間の太陽光
発電の新規運転開始容量は 3890 万 kW であっ
た。FIT 制度が強力な政策支援であることは太陽
光の導入状況を見れば明らかである。図 6 にお
いて FIT 制度開始年の前後を含む 3 年間（2011
～ 2013 年度）の導入量が落ち込んでいるのは、
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ているが、2013 年度の 250 億円から 150.5 億
円（2014 年度）、105 億円（2015 年度）と減額
されており、2016 年度は 50 億円となった。ロー
カル系統制約解消に向けた国の取組としては心
許ない。参考までにドイツでは、エネルギー産
業法 12 条および 17 条に基づき、「送電網整備計
画（Grid Development Plan）」と「洋上送電網








図 7 は 2015 年度の接続可能量算定にあたり⽤いられた供給⼒想定である。電気は常に
需要と供給をバランスさせる必要があるため、需要の少ない時には供給も絞り込まなけれ
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3） 入札の結果、落札価格は kWh あたり 8 円まで下
落した。（「自然エネルギー促進法」推進ネットワー



















 （2018 年 1 月 27 日取得，http://www.env.go.jp/
earth/report/h27-02/mat01_zentai.pdf　）.
――――, 2016, 「平成 27 年度再生可能エネルギーに関
するゾーニング基礎情報整備報告書」,
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